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１．はじめに 

平成 30 年 7 月の前線等による記録的な豪雨により、肱川流域の大洲市や西予市で甚

大な被害が発生した。肱川に位置する野村ダム、鹿野川ダムでは、洪水貯留準備操作

（事前放流）により通常の洪水調節容量よりも大きな容量を洪水前に確保するととも

に、操作規則に基づき、洪水量を減少させ、ダムが満杯に近づく中、流入量を上回る

流量とならないような異常洪水時防災操作に移行した。 

また、ダムの容量は無限ではないため、今回のように降雨量が甚大でかつ長期化す

るとダムの防災操作（洪水調節）ができなくなってくることから、適切な避難行動に

つながるよう、ダム管理者が関係機関に対して数次にわたり情報提供を行った。 

しかしながら、これまでに経験のない異常な豪雨で被害があったことを踏まえ、地

域のさらなる安全・安心の確保のため、より有効な情報提供や住民への周知のあり方

について検証を行うとともに、より効果的なダム操作について技術的考察を行うこと

を目的に、｢野村ダム・鹿野川ダムの操作に関わる情報提供等に関する検証等の場｣を

設置し、4 回にわたって審議を行い、その結果をとりまとめた。 
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２．平成 30 年 7 月豪雨におけるダムの防災操作（洪水調節）等 

２．１ 気象概要 
平成 30 年 7 月豪雨は、台風 7 号や梅雨前線等の影響により、西日本を中心に広い

範囲で記録的な大雨となった。これらの影響により、愛媛県、広島県、岡山県などで

は、河川の氾濫による浸水被害や、土砂災害が各地で発生し甚大な被害が発生した。 

肱川流域では、7 月 4 日 22 時より降雨が断続的に続き、多いところでは、観測地点

で 600mm を超える降雨を記録した。特に、7 日 3 時から 7 時までの間は各観測地点で

時間 20mm を超える降雨を観測し、7 時には、野村ダム上流域の流域平均雨量は時間

大となる 53mm を記録した。この降雨により、肱川の基準点大洲第二水位観測所では、

観測史上 高となる 8.11m を記録した。 

また、野村ダム上流域(421mm/2 日)、鹿野川ダム上流域（380mm/2 日）ともに計画

規模を上回る降雨量を観測し、ダムへの流入量も、野村ダムでは 1,942m3/s、鹿野川

ダムでは 3,800m3/s と既往 大を大きく上回る値を記録した。ダム上流域での降雨は、

後期集中型であり、連続降雨の後期に、野村ダム上流域で 30mm～50mm/h 程度、鹿野

川ダム上流域で 20mm～50mm/h 程度へ急激に増加した。 

 

２．２ 被災状況 
平成 30 年 7 月豪雨においては、以下の被害が発生した。 

大洲市では、浸水家屋 2,873 棟（床上 2,087 棟、床下 786 棟）※1 の被害が発生した。 

国管理区間の全ての暫定堤防箇所から越流、東大洲地区においては二線堤を越流し浸

水面積約 440ha※2の被害が、また、県管理区間である菅田地区から鹿野川ダム直下の

肱川地区にかけては溢水により浸水面積約 485ha※1の被害が発生した。 

野村ダム下流の西予市野村町では、計画を大幅に上回る洪水により浸水面積約 70ha
※3、床上浸水約 570 戸※4、床下浸水約 80 戸※4の被害が発生した。 

※1：大洲市調査 ※2：大洲河川国道事務所調査 ※3：愛媛県調査 ※4：西予市調査 

 

２．３ ダムの防災操作（洪水調節）等の概要 
（１）野村ダム 

野村ダムの洪水調節容量は 350 万 m3であり、現行の洪水調節計画では、300m3/s を

洪水調節開始流量として、その後流入量が増加し貯水位が標高 167.9m に達するとダ

ム流下量（放流量）を 400m3/s まで上げて開度を固定する「一定量後一定開度方式」

を採用している。また、防災操作（洪水調節）の過程で貯水位が標高 169.4m に達し、

洪水時 高水位を越える恐れがある場合には、ダムからのダム流下量（放流量）を流

入量まで徐々に増加させる「異常洪水時防災操作」に移行することとしている。 

平成 30 年 7 月豪雨では、6 日 22 時 00 分に防災操作（洪水調節）を開始し、7 日 6

時 20 分より異常洪水時防災操作を開始した。その後、7 日 7 時 50 分に 大ダム流下

量（放流量）を記録し、13 時 00 分に異常洪水時防災操作を終了した。野村ダムの流

入量は、過去の洪水と比べて降雨量の急激な増加に相まって極めて立ち上がりが速く、

さらに管理開始以降、これまで 大であった 806m3/s(昭和 62 年)の約 2.4 倍となる

1,942m3/s の流入量を観測した。 

野村ダムにおいては、防災操作（洪水調節）開始までに洪水貯留準備操作（事前放

流）を実施し、貯水位を洪水貯留準備水位よりも約 3.5m 下げた。これにより、当初

計画の約 1.7 倍の洪水を貯留する容量として約 600 万 m3を確保し、防災操作（洪水調

節）時に洪水時 高水位を超え、施設構造上 大貯めることのできる水位 171.5m 付
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近までの貯留を行った。これらの防災操作（洪水調節）の結果、野村ダムでは約 650

万 m3の洪水を貯留した。 

 

（２）鹿野川ダム 

鹿野川ダムの洪水調節容量は 1,650 万 m3であり、現行の洪水調節計画では、600m3/s

を洪水調節開始流量として、その後流入量が増加し貯水位が標高 84.0m に達するとダ

ム流下量（放流量）を 850m3/s まで上げて開度を固定する「一定量後一定開度方式」

を採用している。また、防災操作（洪水調節）の過程で貯水位が標高 87.5m に達し洪

水時 高水位を越える恐れがある場合には、ダムからのダム流下量（放流量）を流入

量まで徐々に増加させる「異常洪水時防災操作」に移行することとしている。 

平成 30 年 7 月豪雨では、7 日 4 時 15 分に防災操作（洪水調節）を開始し、7 時 35

分より異常洪水時防災操作を開始した。その後、7 日 8 時 43 分に 大ダム流下量（放

流量）を記録し、12 時 42 分に異常洪水時防災操作を終了した。鹿野川ダムの流入量

も野村ダム同様に、過去の洪水と比べて降雨量の急激な増加に相まって極めて立ち上

がりが速く、さらに管理開始以降、これまで 大であった 2,244m3/s(平成 5 年)の約

1.7 倍となる 3,800 m3/s の流入量を観測した。 

鹿野川ダムにおいては、防災操作（洪水調節）開始までに洪水貯留準備操作（事前

放流）を実施し、貯水位を洪水貯留準備水位よりも約 3.6m 下げた。これにより、当

初計画の約 1.4 倍の洪水を貯留する容量として約 2,230 万 m3を確保したが、その後、

洪水時 高水位を超え、施設構造上 大貯めることのできる水位 90.1m 付近までの貯

留を行った。これらの防災操作（洪水調節）の結果、鹿野川ダムでは約 2,360 万 m3

の洪水を貯留した。 

 

 注：本章の数値は速報値であり今後変更となる場合がある。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 

 

-4- 
 

３．より有効な情報提供や住民の周知のあり方に関する検証 

３．１ 検証の目的 
平成 30 年 7 月の前線等による記録的な豪雨により、肱川流域で甚大な被害が発生

した。これまでに経験のない異常な豪雨であったことを踏まえると、洪水時における

確実で適切な情報提供体制を平常時から整備しておくことが、地域のさらなる安全・

安心の確保に繋がることから、平成 30 年 7 月豪雨時における各関係機関の情報伝達

や周知について振り返り、｢より有効な情報提供や住民の周知のあり方｣について検証

した。 

 

３．２ 平成 30 年 7 月豪雨時の各機関の対応 
（野村ダム管理所） 

野村ダムを管理している野村ダム管理所では、ダムの操作規則に則り、各関係機関

への放流情報の通知を実施するとともに、ダムの放流時には警報局（サイレン・スピ

ーカ）、警報車、電光表示板などによる通知・周知を実施した。 

また、野村ダム管理所長と西予市野村支所長との間で、14 回のホットラインによる

直接連絡を行い、異常洪水時防災操作の実施によるダム流下量（放流量）等の見込み

等を伝達した。 

（山鳥坂ダム工事事務所） 

鹿野川ダムを管理している山鳥坂ダム工事事務所では、ダムの操作規則に則り、各

関係機関への放流情報の通知を実施するとともに、ダムの放流時には警報局（サイレ

ン・スピーカ）、警報車、電光表示板などによる通知・周知を実施した。 

また、山鳥坂ダム工事事務所長と大洲市長との間で 3 回のホットラインによる直接

連絡を行い、異常洪水時防災操作の実施によるダム流下量（放流量）等の見込み等を

伝達した。 

 （大洲河川国道事務所） 

大洲河川国道事務所では、7 日 6 時 58 分に大洲市に対して、避難指示（緊急）の判

断に繋がった大洲第二水位観測所の水位予測を提供し、8 時 41 分に大洲第二水位観測

所で避難勧告等の目安となる｢氾濫危険水位｣に到達したことをエリアメールで発信

した。その後、阿蔵・東大洲地区の暫定堤防箇所で越水が発生したことを 9 時 31 分

にエリアメールを、また、阿蔵・東大洲、豊中、八多喜、出石、春賀、白滝の暫定堤

防箇所で越水が発生したことを 11 時 52 分にエリアメールで発信した。 

（西予市） 
今回の洪水では、野村ダム管理所長と西予市野村支所長とのホットラインによる情

報共有がなされた。 

西予市では、7 日 2 時 30 分、3 時 11 分に異常洪水時防災操作に関するホットライ

ンを受け、消防団野村方面隊長へ集合の連絡を 3 時 13 分に実施した。その後、野村

ダムの異常洪水時防災操作の開始見込みを踏まえ、5 時から 5 時 30 分を目処に野村地

区を対象に避難指示（緊急）を発令することを 3 時 30 分に災害対策本部で決定し、

消防団招集・避難指示（緊急）放送・避難所開設の準備指示を実施した。 

4 時 30 分に異常洪水時防災操作の開始予定時刻が 6 時 20 分になった旨のホットラ

インを受け、5 時の避難所開設準備完了後、5 時 10 分に避難指示（緊急）を発令、消

防団による各戸訪問による避難誘導を開始した。また、防災無線は 5 時 10 分、5 時

35 分、6 時 1 分の 3 回にわたり、避難指示（緊急）発令や避難開始に関する連絡を実

施した。 
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なお、野村地区では浸水想定区域図が作成されてないことから、洪水ハザードマッ

プは未作成であった。 

（大洲市） 

今回の洪水では、山鳥坂ダム工事事務所長と大洲市長とのホットラインによる情報

共有がなされた。 

大洲市では、6 日 8 時 2 分に大川・菅田地区へ避難勧告の発令及び防災無線での放

送、市災害情報メールでの連絡を実施した。8 時 7 分の消防団へ避難勧告に伴う避難

誘導の依頼に続き、防災無線による水防サイレン吹鳴、大雨に関する注意喚起の放送

を実施している。また、7 日 6 時 10 分に柚木・久米・只越・五郎地区、6 時 30 分に

大和・上老松・沖浦・長浜地区、7 時に春賀・八多喜・伊州子地区、7 時 10 分に豊中・

白滝地区へそれぞれ避難勧告を発令した。 

その後、大洲河川国道事務所から大洲第二水位観測所の水位予測（6 時 58 分）を受

けて、7 時 30 分に大洲市内全域を対象とした避難指示（緊急）を発令した。 

異常洪水時防災操作開始後は、消防団より異常洪水時防災操作の開始及び過去 高

水位となることが住民へ周知されるとともに、市災害情報メールによる避難指示（緊

急）の通知、広報車による避難の呼びかけ、エリアメールによる避難指示（緊急）の

通知を順次実施した。 

なお、大洲市菅田地区から肱川地区では想定 大規模の浸水想定区域図が作成され

ていない。また、想定 大規模の洪水ハザードマップは大洲市全域で未作成であった。 

（愛媛県） 

愛媛県では、国管理区間における国から伝達された洪水予報及び水防警報を大洲市、

自衛隊、県警等に通知した。また、水位周知河川である小田川の水防警報及び水位到

達情報を内子町、松山地方気象台、自衛隊、報道機関に通知した。 

なお、ダムからの放流警報通知は FAX 受信により確認した。 

 

３．３ 情報提供の現状及び課題 
平成 30 年 7 月豪雨時の関係機関の対応や、これまでにいただいた意見を踏まえ、

情報提供に関する現状および課題は以下のとおりである。 

（１）確実な情報伝達手法 

・関係機関の情報伝達の中で「伝える」ことと「伝わった」ことに差があった可

能性がある。その情報がどのように受け手側に伝わったかを把握し、情報伝達方

法を改善する必要がある。 

・サイレン、スピーカ等の放流警報が聞こえなかったという意見が多数あった。

従来、これらの警報装置はダムの放流情報を、河川の区域内の利用者等へ周知す

ることを主目的として設置されていたが、河川周辺住民への周知という観点から

も重要な施設であり、避難情報を発令する市とも調整しつつ、施設の改良等を実

施する必要がある。 

・自治体による住民への情報伝達手段として、防災無線や防災サイレン、エリア

メールが活用されたが、豪雨時には、確実な情報の伝達が十分に行われなかった

可能性がある。運用方法の改善等を行うとともに、多様な手法での情報提供を検

討していく必要がある。 

・ダム操作に関する情報が、市長による避難指示（緊急）等の発令へ直接的に結

びつかない状況であった可能性がある。特に、ダム直下の地域については、水位

情報に加え、ダム放流情報を考慮した避難指示（緊急）等の発令基準に見直す必

要がある。 
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（２）情報発信の適切なタイミング 

・災害時の関係者のモードの切り替えが重要であり、そのタイミングをいかに国、

県、市で共有できるかが危機管理の一番大事なところである。判断をスムーズに

できる仕組みを構築する必要がある。 

（３）情報提供の内容（平常時） 

・ダムの流下量（放流量）と想定される浸水範囲が関係機関や住民の間で共有で

きていなかった可能性があり、ダム放流による下流への影響の共通認識を図る必

要がある。 

・ダムの下流区間について、浸水範囲となる区間が住民に周知されていない。水

位周知河川指定による特別警戒水位設定・浸水想定区域図作成と洪水ハザードマ

ップの作成が必要である。 

・ダムの機能や操作が十分に理解されていない可能性がある。関係機関や住民等

に対し、説明会等を通じてダム操作や情報に関する説明を実施する必要がある。 

・情報の受け手（住民）が情報を活かせていない。情報の受け手の行動が変わる

ことが重要で、住民に避難に係る計画策定の過程で積極的に参加してもらうこと

や地域の防災訓練をうまくいかしていく必要がある。 

・将来に向けて今回の洪水の記録の整理や啓発を行う必要がある。 

（４）情報提供の内容（出水時） 

・異常洪水時防災操作時のサイレンやスピーカによる周知は、ダム操作規則に基

づき実施しているが、通常の放流操作と比較して、その違いが明確でなく、切迫

感や重大性が十分に伝えられなかった可能性がある。吹鳴の方法や周知内容につ

いて検討し、改善を行う必要がある。 

・ダム管理者から各自治体に対しては、リアルタイムで様々なダムに関する情報

提供が行われているが、専門的な内容が多く、洪水時にダム管理者から自治体へ

派遣されたリエゾン（情報連絡員）がそれらを解説するなどの対応が必要である。 

 

３．４ より有効な情報提供等の対応策 
 上記を踏まえ、｢国・県による市の避難指示（緊急）等の発令や住民避難に結びつ

く情報提供｣、｢情報提供の意思決定をシステム的に出来る体制の構築｣、｢地域でおこ

りうるリスクを関係機関で共有｣、｢広報や勉強会等による住民周知や意見交換｣の４

つの論点に対して各機関のとるべき対応策は、以下のとおりである。 

 

（１）国・県による市の避難指示（緊急）等の発令や住民避難に結びつく情報提供 

１）避難情報発令基準の策定 【肱川地区・野村地区】 

 （ダム放流情報を考慮した避難情報発令基準への見直し） 

①水位周知河川指定による特別警戒水位設定・浸水想定区域図作成（愛媛県） 

愛媛県は、ダム下流区間（菅田地区～肱川地区・野村地区）を水位周知河川へ指

定し、洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保等を図るため、想定 大規模降雨により

当該河川が氾濫した場合の浸水想定区域図を作成する。また、水防法第十三条第一

項に基づき、「警戒水位を超える水位であって洪水による災害の発生を特に警戒す

べき水位」を特別警戒水位として定める。 

②河川の基準水位等とダム流下量（放流量）との関係整理（国・愛媛県・大洲市・

西予市） 

国及び愛媛県は、設定される基準水位とダム流下量（放流量）との関係性を整理

するとともに、ダム放流に伴う下流河川への影響を把握し、西予市及び大洲市へ提
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供する。その結果を基に、西予市（野村地区）及び大洲市（肱川地区）はダム放流

情報を反映した避難情報発令基準を策定（平成 30 年 7 月豪雨後より試行開始）し、

地域防災計画に定める。 

 

２）避難情報発令に繋がるダム情報の提供の充実 

①メール送付とホットラインの強化（国） 

国は、ダム流入量やダム流下量（放流量）等の予測や急激な降雨による流入量上

昇等の情報を大洲市・西予市・愛媛県の複数者宛にメールで送付するとともに、ホ

ットラインは、従来より実施している電話連絡に加えて TV 電話等を導入する。 

②ダムの放流通知内容への治水容量貯水率や下流河川へ与える影響の追加（国） 

国は、放流警報周知文の中に、治水容量貯水率を追加するとともに、異常洪水時

防災操作時には、ダムからのダム流下量（放流量）が下流河川へ与える影響につい

て追加する。 

③国から市へのリエゾン派遣（提供情報の解説）（国） 

国は、洪水時におけるダム管理者と市町村の情報伝達の円滑化を図るため、当面

の間、ダム管理所等の職員をリエゾンとして大洲市・西予市の災害対策本部等へ派

遣し提供情報の解説を行うなど、ダム管理者と市の連絡体制を強化する。 

 

３）ダム放流等の情報やリスク情報の提供の充実 

①ダムの放流情報等の周知の充実（国・大洲市・西予市） 

国は、住民等に対して的確に放流警報を伝えるため、大洲市・西予市と連携し、

必要に応じて警報区間を見直すとともに、サイレンやスピーカ等の設備の改良を行

う。ダム流下量（放流量）などの情報は、ダム管理者から河川利用者及び周辺住民

に対してスピーカや電光表示板で周知する。 

異常洪水時防災操作に移行する際の周知については、緊急性がより切迫感を持っ

て伝えらえるように、サイレン吹鳴回数の変更、アナウンス・定型文の変更（平成

30 年 7 月豪雨後より試行開始）を行う。また、従来より実施している地元ケーブ

ルテレビを活用した情報提供の充実に加え、市や報道機関の防災行政無線・テレビ

テロップ・エリアメール等を活用したダム放流等の情報提供を実施する。 

一方、下流の浸水被害に関する情報については、肱川洪水予測システムによる想

定氾濫図が存在するが、時々刻々変化する予測結果に対して算出するため、現在の

予測精度では浸水範囲は大きな誤差を含み、実際よりも過小となる情報を提供され

た場合、浸水しないとされた地区においては、住民に避難する必要はないとの誤解

を与えかねないことから、このような避難を妨げる情報は住民に対して提供しない

ことが妥当である。 

 ②危機管理型水位計の設置（国・愛媛県） 

国及び愛媛県は、洪水時の水位観測に特化した低コストの水位計を設置し、これ

まで水位計の無かった河川や地先レベルでのきめ細やかな水位把握による水位観

測網の充実を図る。 

 ③洪水ハザードマップ作成（国・愛媛県・大洲市・西予市） 

住民の的確な避難行動を促すため、愛媛県はダム下流（菅田地区～肱川地区・野

村地区）の浸水想定区域図を作成し、大洲市・西予市は、浸水想定区域図に基づい

て洪水ハザードマップを作成する。国や県は技術的な支援を実施する。 

④防災行政無線による緊急放送内容の見直し（大洲市・西予市） 

大洲市及び西予市は、避難指示（緊急）等の発令時における防災行政無線での緊
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急放送について、ダムの放流情報等の内容が住民の理解に資すると判断する場合、

追加する。 

また、西予市は、全世帯に無償貸与している戸別受信機の設置率が 100％となる

よう一層の啓発を図るとともに配置場所等の指導を行い、放送内容が確実に伝わる

ように努める。 

⑤市 WEB へのダム関係諸量データの表示（国・大洲市・西予市） 

大洲市及び西予市は、国と連携し、市の WEB サイトにダム関係諸量データ（治水

容量貯水率、ダム流下量（放流量）、流入量、雨量など）について、住民等が避難

の要否を判断するために必要な防災情報が入手しやすい WEB サイトを整備する。 

⑥ダムに関する情報等のユニバーサルデザイン化（危険度レベルの表示）（国） 

  国は、ダム流下量（放流量）等の定量的な情報だけでなく、危険度レベルに応じ

た、カラー表示等の情報発信を行うことで、地域住民や肱川に訪れた人がその危険

性を直感的に理解し、避難行動に結びつくための取り組みを、肱川流域において試

行する。 

 

（２）情報提供の意思決定をシステム的に出来る体制の構築 

①避難情報発令基準等に基づくタイムラインの作成（大洲市・西予市） 

大洲市及び西予市は、ダムの洪水調節機能を踏まえ、ダム管理者から発信される

放流通知やダムの貯水位等のリアルタイム情報などと、住民が行う避難に関する防

災行動を整理した避難勧告の発令等に着目したタイムライン（防災行動計画）の整

備を進める。 

②県管理区間も含めたホットライン網の整備（国・愛媛県・大洲市・西予市） 

愛媛県と大洲市・西予市は、県管理区間において、県と大洲市・西予市の双方向

のホットラインの体制を構築する。なお、実施にあたり情報提供の内容については、

ダム管理者（野村ダムと鹿野川ダム含む）との事前調整を行い、情報が錯綜しない

ように努める。 

 

（３）地域でおこりうるリスクを関係機関で共有 

①大規模氾濫に関する減災対策協議会での共有（国・愛媛県・大洲市・西予市） 

大規模氾濫に関する減災対策協議会を開催し、国、愛媛県、西予市、大洲市など

関係機関の中で各機関が実施する対応策の進捗および取組成果の報告を行い、実施

状況の共有を図る。 

また、ダム管理者が大規模氾濫に関する減災対策協議会において、被害想定や災

害時に起こりうるリスクを共有するとともに、ダムの洪水調節機能や効果、ダムの

操作やその際に提供される情報とその意味などについて説明し、減災に資する取り

組みを総合的かつ一体的に推進するとともに、住民との共有も図る。 

 

（４）広報や勉強会等による住民周知や意見交換 

①ダム操作や情報等に関する説明会等の開催（国） 

国は、これまでも実施してきたダムの洪水調節機能や効果の説明に加えて、ダム

の操作やその際に提供される情報とその意味、地域で起こりうるリスクなどについ

て住民等の理解推進を図るとともに、自治体と連携し、関係機関（警察・消防）、

住民（地区別・自主防災組織別）及び地元の学校を対象に、ダムに来てもらい意見

交換や説明会を開催する。併せて、定期的にダムに関する情報の提供を行う。 

②報道機関との意見交換会や勉強会の実施（国） 
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国は、報道機関の担当者との定期的な意見交換会等を開催し、ダムに関する情報

の受けとり方や、報道で取り扱う情報発信の方法等について意見交換する。併せて

報道機関との勉強会を行い、ダム機能やダム操作への理解を深める取り組みを実施

する。 

③住民参加によるタイムラインの作成（防災訓練含む）（大洲市・西予市） 

大洲市三善地区での避難行動に関する好事例（災害・避難カード）を参考に、各

地へ展開するとともに、大学・国・県・住民参加によるタイムラインの作成に併せ

て、住民が主体となった避難ルールづくり（避難場所の選定等）も行うワークショ

ップの開催や防災訓練を実施する。 

④防災情報の充実・普及啓発の実施（国、愛媛県、大洲市、西予市） 

国・県・市は連携し、平成 30 年 7 月豪雨における各種情報の災害記録を出水映

像や浸水 CG の作成など視覚的な情報で整理するとともに、「まるごとまちごとハザ

ードマップ」として地域が主体となって街の中に浸水深等の表示ができるよう連携

して取り組む。 

⑤市民防災読本の作成（大洲市） 

大洲市は、洪水・地震津波等の各種災害時の被害想定および事前の備えと避難に

役立つ情報を市民防災読本（統合型防災マップ「冊子型」）として作成し、住民へ

配付する。 

⑥小中学校の防災教育の推進（国・愛媛県・大洲市・西予市） 

国土交通省では、「水防災意識社会再構築ビジョン」の「緊急行動計画」として

平成 29 年 6 月に「防災教育の促進」を位置付けた。また肱川大規模氾濫に関する

減災対策協議会においても「取組方針」に位置付け、平成 29 年より菅田小学校で

の試行授業に対し、板書計画書等の資料作成の支援を実施しており、今後流域内の

小学校等に対して防災教育の取り組みを展開する。 

大洲市では、菅田小学校をモデル校として平成30年5月に防災教育を実施した。

国は、ダムの役割や操作などを含めた説明が実施できるよう、平成 31 年度以降も

各学校で防災教育が促進されるよう、支援を実施する。 
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４．より効果的なダム操作についての技術的考察 

４．１ 技術的考察の目的 
平成 30 年 7 月の前線等による記録的な豪雨により、肱川流域で甚大な被害が発生

した。今回の豪雨が、これまでに経験のない異常な豪雨であったことから、現状の流

域の状況やダムの操作等を踏まえ、地域のさらなる安全・安心の確保のために、より

効果的なダム操作について、技術的考察を行った。   
 

４．２ ダムの防災操作（洪水調節）の現状と課題 

（１）肱川流域の状況とダム操作方法の現状 

肱川は、河川の勾配が緩やかで洪水が流れにくく、河口付近では狭隘な V 字谷が形

成され、洪水が吐けにくい特徴を有している。加えて、肱川の支川数は 474 河川と多

く、手のひらのように大洲盆地に洪水が集中しやすい地形にあることから、大洲市を

中心として台風や梅雨前線による洪水被害が頻発している。 
そのため、肱川流域では、上流の洪水調節施設と堤防整備等による河川改修の組み

合わせによる治水対策を実施している。洪水調節施設については、肱川本川に昭和 34

年に鹿野川ダム、昭和 57 年に野村ダムが完成しており、鹿野川ダムでは今年度末の

完成に向けたトンネル洪水吐き新設の改造事業を実施中である。また、鹿野川ダムの

下流に合流する支川河辺川では、山鳥坂ダムの建設を進めている。 

肱川の河川改修は連続堤による整備を基本とし、平成 7 年豪雨での河川激甚災害対

策特別緊急事業から、一部堤防を高さの低い暫定堤防とすることで上下流バランスを

確保しつつ、国管理区間全川に亘り堤防整備を進めている。また、県管理区間の菅田

地区においても、愛媛県により無堤部対策として平成 12 年より堤防整備を進めてい

る。また、野村ダム下流の西予市野村地区においても、愛媛県が昭和 49 年から平成 8

年までに河川改修を実施した。 

一方、野村ダムと鹿野川ダムについては、平成 7 年 7 月の洪水において中下流部の

浸水被害が発生した際に、洪水調節容量に余裕があったことから、地域の意向を踏ま

えて、頻繁に発生する規模の洪水でダム洪水調節容量を有効に活用できる方式に、平

成 8 年に両ダムの操作規則を変更した。その後 20 数年に亘り、頻繁に発生する洪水

に対する被害軽減を図ってきた。 

なお、鹿野川ダム下流の国管理区間、県管理区間の菅田地区では、今回の豪雨災害

を契機に、9 月から河川激甚災害対策特別緊急事業による河川整備に着手している。 

 
（２）ダムの防災操作（洪水調節）に係る論点と課題 

肱川流域の状況とダム操作方法の現状や、これまでにいただいた意見を踏まえたダ

ムの防災操作（洪水調節）に係る論点は、｢①洪水貯留準備操作（事前放流）の充実

を図り、より多くの容量を確保｣、｢②ダム操作規則の変更（異常洪水時防災操作の前

の通常の防災操作（洪水調節）の段階でより多くの放流を実施）｣、｢③気象予測を活

用したダムの柔軟な操作｣、｢④安定的な容量の確保｣と整理され、その課題は以下の

とおりである。 

①洪水貯留準備操作（事前放流）の充実を図り、より多くの容量を確保 

・野村ダムでは、従来の洪水調節容量 350 万 m3 に対し、利水者の協力のもと、利

水容量の一部である 250 万 m3を事前に放流し、600 万 m3を確保して防災操作（洪

水調節）を実施したが、それでもなお、容量を使い切った。 

・洪水貯留準備操作（事前放流）の開始時には、｢豪雨の正確な予測が得られてい
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ること｣、｢その予測に基づき利水者と調整を行い理解を得られること｣などの制

約があり、放流中も｢下流河川水位の上昇を考慮して一定流量以下とすること｣、

｢貯水池斜面の安定を維持すること｣などの制約がある。 

②ダム操作規則の変更（異常洪水時防災操作の前の通常の防災操作（洪水調節）の

段階でより多くの放流を実施） 

 1）下流河道の流下能力不足によるダム流下量（放流量）の制約 

・肱川では、菅田地区等の堤防未整備区間があり、頻繁に発生する規模の洪水

に対して被害軽減を図る必要があるため、野村ダム、鹿野川ダムのダム流下

量（放流量）に制約がある。 

2）ダムの放流設備の位置、放流能力等による洪水初期放流量の制約 

・ダムの放流能力は、計画時の洪水調節容量が有効に活用できるよう計画され

ている。したがって、計画時より洪水調節容量を増やす場合は、洪水の初期

放流時にはダム貯水位が低いことからダム流下量（放流量）が大きくならな

い制約がある。 

③気象予測を活用したダムの柔軟な操作 

・平成 30 年 7 月豪雨における各予測時刻の予測雨量は、その都度見直されたが、

野村ダム流域の 7 月 7 日 6 時の予測雨量は、2 時時点から 6 時時点に予測された

値が時間 10mm から 35mm 程度となっていたが、6 時の実測雨量は時間 50mm を超え

ており、大きく乖離している。また予測 大流入量についても、4 時時点、5 時時

点及び 6時時点に予測された値が、それぞれ約1,100 m3/s、約 940m3/s、約 1,750m3/s

となっていたが、実績 大流入量は 1,942 m3/s であり、正確に予測することはで

きなかった。 

・予測が外れた場合については、本来回避できた浸水被害が発生することに対する

社会的理解を得る必要がある。 

④安定的な容量の確保 

・安定的な容量を確保していくためには、ダム嵩上げ等のダム再生の可能性を検討

する必要がある。また、利水容量を活用するためには利水者の同意を得る必要が

ある。 

 

（３）ダムの防災操作（洪水調節）等の分析 

平成 30 年 7 月豪雨に対するダムの防災操作（洪水調節）等について、以下の分析

を行った。 

①野村ダムの洪水調節容量 

平成 30 年 7 月豪雨に対し、野村ダムのダム流下量（放流量）を野村ダム直下の河

道流下能力である 1,000 m3/s 以下にするために必要な洪水調節容量は、現在の操作

規則を前提とすれば、洪水調節容量 350 万 m3と利水容量 920 万 m3を加えた 1,270 万

m3を大幅に上回る約 1,600 万 m3が必要となる。加えて、放流能力増強のための施設

改造も必要となる。 

②平成 30 年 7 月豪雨における野村ダム・鹿野川ダムの効果 

野村ダムでは、ダムがない場合と比較して、下流の無堤地区である菅田地区が浸

水を開始するダム換算流下量（放流量）である 300m3/s 以上の放流開始を約 4 時間、

ダム直下の河道流下能力を超えるダム流下量（放流量）である 1,000m3/s の放流開始

を約 40 分遅らせる効果があったと推測される。 

鹿野川ダムでは、ダムがない場合と比較して、下流の無堤地区である菅田地区が

浸水を開始するダム換算流下量（放流量）である600m3/s以上の放流開始を約4時間、
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ダム直下の河道流下能力を超えるダム流下量（放流量）である 2,300m3/s の放流開始

を約 40 分遅らせる効果があったと推測される。 

大洲第二水位観測所では、ダムがない場合と比較して、ピーク水位を約 80 ㎝低減

し、氾濫危険水位 5.80m の到達時間を約 1 時間遅らせ、氾濫危険水位超過の終了時間

を約 40 分短縮する効果があったと推測される。 

 

（４）ダム関係諸量データ 

野村ダム及び鹿野川ダムの操作は、それぞれのダム管理用制御処理設備で表示され

るデータに基づき行っている。本検証等の場に提示したダムの流入量や流下量（放流

量）・貯水位などのデータは、ダム管理用制御処理設備に記録されたものをそのまま

転記したものであり、これらのデータに不整合（流入量よりも小さなダム流下量（放

流量）の時間帯に貯水位が低下）が生じている原因は現時点では不明であるが、今後、

他のダムの洪水データも蓄積していく中で設備の精度向上についても検討していく

必要がある。 

 

４．３ より効果的なダム操作の方向性 
 現状と課題を踏まえ、｢洪水貯留準備操作（事前放流）の充実を図り、より多くの

容量を確保｣、｢ダム操作規則を変更（異常洪水時防災操作に移行する前の通常の防災

操作（洪水調節）の段階でより多くの放流を実施）｣、｢気象予測を活用したダムの柔

軟な操作の操作規則への位置付け｣、｢安定的な容量確保｣の 4 つの論点に対してとる

べき対応方針は、以下のとおりである。 

 

（１）洪水貯留準備操作（事前放流）の充実を図り、より多くの容量を確保 

（野村ダム） 

【技術的考察】 

洪水貯留準備操作（事前放流）の貯水位低下速度を増やすために、下流河川や貯

水池への影響、放流能力の増強等を検討する必要がある。 

なお、アンサンブル予測等を用いて貯水位回復予測の精度を向上させることで、

より利水者の同意を得やすい環境を整備することが期待できることから、今後、技

術開発により予測精度の向上を図る必要がある。 

【対応方針】 

野村ダムにおいて防災操作（洪水調節）に使用する容量を増加させるために、予

め利水者の協力・同意を得て、洪水貯留準備操作（事前放流）の充実を図り、より

多くの容量を確保する。当面は平成 30 年 7 月豪雨時に利水者から同意を得た 250

万 m3の洪水貯留準備操作（事前放流）を継続し、洪水調節容量 350 万 m3と合わせ

て 600 万 m3 を確保する。また、貯水池安定の確認や将来的な降雨予測精度向上に

あわせて、より一層の容量の確保に努め、容量を有効に活用するための放流能力の

増強の検討を行う。 

 

（２）ダム操作規則を変更 

（異常洪水時防災操作に移行する前の通常の防災操作（洪水調節）の段階でより

多くの放流を実施） 

①鹿野川ダム改造事業による洪水調節容量確保（野村ダム、鹿野川ダム） 

【技術的考察】 

鹿野川ダム改造事業によって洪水調節容量が増加すれば、鹿野川ダムでは、より



 

 

-13- 
 

大きな洪水に対する防災操作（洪水調節）が可能となる。これにより、野村ダムの

通常の洪水調節段階でダム流下量（放流量）を増加させることも可能となり、より

大規模な洪水に対する洪水調節が可能となる。 

【対応方針】 

鹿野川ダム改造事業の完成に合わせて、肱川流域全体に有益となるように野村ダ

ム及び鹿野川ダムの操作規則の変更を行う。 

②洪水調節機能を確保するための肱川の河川改修の推進（野村ダム、鹿野川ダム） 

【技術的考察】 

ダムの洪水調節開始流量は、下流河道で安全に流すことができる流量で決定され

ているため、現在のダム洪水調節機能を十分に活用しきれていない。下流河道の流

下能力が向上すると、野村ダムや鹿野川ダムの洪水調節における初期のダム放流量

を増加させることが可能となり、両ダムは、より大規模な洪水に対して効果を発揮

することができる。 

【対応方針】 

今後、河川激甚災害対策特別緊急事業等による下流河道整備の進捗に合わせて、

両ダムを有効に活用できるように操作規則を変更する。 

 

（３）気象予測を活用したダムの柔軟な操作の操作規則への位置づけ 

（野村ダム、鹿野川ダム） 

【技術的考察】 

現在の気象予測の精度では、例えば平成 30 年 7 月豪雨時の野村ダム流域の 2 時

時点から 6 時時点での 6 時の雨量予測が、実績と大きく乖離しているように、短時

間の間でさえも時間雨量予測値に実績と大きな乖離があるため、直ちにダムの操作

規則へ反映することは困難である。 

【対応方針】 

予測精度の現状、リスクの観点から現時点では気象予測を活用したダムの柔軟な

操作を操作規則に反映することは困難である。今後の降雨量・流入量の予測精度向

上等が必要である。 

 

（４）安定的な容量の確保 

【技術的考察】 

操作の見直しだけで洪水調節容量の不足を解消することはできないため、ダムの

嵩上げや利水容量から洪水調節容量への振替による洪水調節機能の増強も検討す

る必要がある。 

【対応方針】 

ダムの嵩上げや利水容量から洪水調節容量への振替等による洪水調節機能の増

強について引き続き検討する。 

 

４．４ 肱川緊急治水対策において段階的に進める｢より効果的なダム操作｣ 
肱川流域全体の治水安全度のバランスを確保することを原則として、平成 7 年、

平成 16 年、平成 17 年、平成 23 年等の頻繁に発生する規模の洪水に対して肱川の

氾濫による浸水被害の発生を防止しつつ、平成 30 年洪水のような大規模な洪水に

対しても被害を軽減できるような操作規則の変更が必要である。 
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（１）現状 

河道の整備状況は、肱川中下流域で流下能力がもっとも低い菅田地区で、約

1,800 m3/s であり、ダムの整備状況は、野村ダムで 350 万 m3、鹿野川ダムで 1,650

万 m3の洪水調節容量を確保している。 

ダムの操作規則は、菅田地区等の堤防未整備区間において、頻繁に発生する規模

の洪水に対して被害軽減を図るため、ダムの洪水調節能力を有効に活用する操作規

則に平成 8 年に変更し、平成 16 年、平成 17 年、平成 23 年等の規模の洪水で被害

を軽減している。 

 

（２）次期出水期まで 

河道の整備状況は、平成 30 年度末には、東大洲ほか 6 箇所の暫定堤防の一部嵩

上げを実施するが、肱川中下流域で流下能力がもっとも低い菅田地区において現状

と変化がない。ダムの整備状況は、野村ダムで事前の放流による 600 万 m3 (350 万

m3＋250 万 m3)、鹿野川ダムで改造事業完了による 2,390 万 m3の洪水調節容量を確

保する。 

   以上を踏まえ、より効果的なダム操作として、菅田地区の流下能力に変更がない

ことから、鹿野川ダムのダム流下量（初期放流量）は変更せず、鹿野川ダム改造に

よって増加した洪水調節容量を活用し、野村ダムの通常の洪水調節段階でダム流下

量（放流量）を増加させ、より大規模な洪水に対応するよう、野村ダムと鹿野川ダ

ムの操作規則を変更し、平成 7 年規模の洪水被害を防止し、平成 16 年、平成 17

年、平成 23 年等の規模の洪水と、平成 30 年洪水での被害を現状よりも軽減する。 

 

（３）概ね５年後 

河道の整備状況は、国管理区間及び県管理区間における河川激甚災害対策特別緊

急事業の河道整備が完了する予定である。ダムの整備状況は、野村ダムで洪水貯留

準備操作（事前放流）による 600 万 m3 (350 万 m3＋250 万 m3)、鹿野川ダムで改造

事業完了による 2,390 万 m3の洪水調節容量を確保する。野村ダムの事前放流量の

増加について検討・調整を行う。 

  以上を踏まえ、より効果的なダム操作として、下流河道の流下能力向上に伴い、

野村ダム・鹿野川ダムの洪水調節開始流量を増加させ、より大規模な洪水にも対応

するよう操作規則を変更し、平成 7 年、平成 16 年、平成 17 年、平成 23 年等の規

模の洪水で被害を防止し、平成 30 年洪水を堤防高以下で流下させる。 

 

（４）概ね１０年後 

河道の整備状況は、国管理区間及び県管理区間における河川激甚災害対策特別緊

急事業等の河道整備が完了する予定である。ダムの整備状況は、野村ダムや鹿野川

ダムに加えて山鳥坂ダム等が整備される。 

以上を踏まえ、より効果的なダム操作として、基準地点での流出量が平成 30 年

洪水と同規模程度となる時間、空間分布の異なる様々な洪水パターン（小田川流域

や鹿野川ダム下流域での降雨分布を反映）や整備状況に応じて操作規則を変更する。

その結果、平成 30 年洪水と同規模の洪水を安全に流下させる。 

 

（５）留意事項 

   肱川緊急治水対策による整備やダム操作規則の変更に併せて、降雨量やダム流

入量の予測精度の向上による防災強化に取り組むとともに、平成 30 年 7 月豪雨を
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上回る洪水が発生することも想定し、各関係機関がその洪水規模の被害情報につ

いて事前に共有することで、ソフト対策の充実も推進していく。 

また、ダムの操作規則の変更においては、各関係機関等との合意形成や、住民も

含めた共通認識を図る。  



 

 

-16- 
 

５．今後に向けて 

 肱川水系においてこれまで整備されてきた治水施設は、今後も引き続き治水機能を

発揮するように維持管理を行うとともに、平成 30 年 7 月豪雨及び今後想定される降雨

等の増大にも対応できるように、ダムの機能を十分に発揮することに繋がる肱川の河

川整備を推進するとともに、整備の進捗にあわせてダムの操作規則を適切に変更して

いくことが重要である。 

一方、異常洪水時の減災のためには、洪水時に確実に正しい情報が住民に伝わる方

法と平常時も含めた防災意識の醸成、防災行動計画の充実を図っていくことが重要で

ある。 

 そして、気象水文情報の予測技術の開発・導入により、これらの取り組みが更に進

展することが期待される。また、こうした取り組みを、関係自治体をはじめ、広く住

民や地域社会に情報共有するとともに、全国の他の河川・ダムとの情報交換を促進し

ていく必要がある。 

 本とりまとめで示した具体的な施策のうち、直ちに実施可能なものについては、既

に対応しているところであるが、今後、対応方針で示された取り組みを具体化して、

住民と国・県・市が協働して、将来にわたり、より安全・安心な地域となるようにハ

ード・ソフト一体となった取り組みを推進することが必要である。 
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